
市税負担　　２５万６，７４７円

(4)(5) ２０１１．１０ 広報いよし広報いよし ２０１１．１０

収入済額 支出済額

国民健康保険（事業勘定） ４５億６，１６６万円 ４４億９，０３２万円

　　 〃 （診療施設勘定） １億１，２０６万円 １億１，２０６万円

老人保健 ３８７万円 ３８７万円

介護保険 ３５億６，６２９万円 ３５億３，２５６万円

簡易水道 １億６，３３５万円 １億６，３３４万円

飲料水供給施設 ３３６万円 ３３５万円

浄化槽整備 ４，５４７万円 ４，５４７万円

農業集落排水 ９，２２３万円 ９，２２３万円

伊予港上屋 １，６８３万円 １，５３８万円

公共下水道 １１億３，６２５万円 １１億３，３６５万円

特定環境保全公共下水道 ５，６６３万円 ５，６６３万円

介護サービス事業 ２，２６０万円 ２，２６０万円

後期高齢者医療 ３億６，０７１万円 ３億４，６１２万円

都市総合文化施設運営事業 ８，０１９万円 ５，５０８万円

合　　計 １０２億２，１５１万円 １００億７，２６７万円

※合計額と内訳が一致しない場合があります。

市税
３７億６，４３８万円

（２０％）

繰越金
１４億６１１万円

（８％）

その他
７億７，８７０万円

（４％）

地方交付税
６７億９，０５３万円

（３７％）

国・県支出金
３２億２，１４５万円

（１７％）

市債
１８億２，０１０万円

（１０％）

その他 ６億６，０６８万円（４％）

自主財源

３２％

依存財源

６８％

民生費
４７億１，８９１万円

（２８％）

総務費
２６億３，０４１万円

（１６％）

公債費
２１億８，２９３万円

（１３％）

教育費
２０億２，５６９万円

（１２％）

土木費
１７億４０万円

（１０％）

衛生費
１３億９，３４４万円

（８％）

農林水産業費
８億８，４３１万円（５％）

消防費
７億６，４１３万円（５％）

その他 ４億８，１６０万円（３％）

歳入

１８４億
４，１９５万円

歳出

１６７億
８，１８２万円

特別会計
■市の財産　 平成２３年３月３１日現在

土　　地 建　　物

１，９７４，８３８㎡ ２２５，８９７㎡

有価証券等 各種積立金

４億５，８３４万円 ４８億９，５２８万円

　「平成２２年度伊予市決算」と「平成２２年度伊予市財政健全化判断比率」を公表します。

　問い合わせ　財務課（内線５１２・５１５）

一般会計

伊予市の財政状況■一般会計　行政運営の基本的な経費を

計上したもので、市税などを主な財源とし

て構成し、市の会計の中心となるもの

■特別会計　特定の事業を行う場合に一

般会計と区別して設置したもの

■自主財源　市税、使用料・手数料、諸収

入など、市が自ら調達できる財源

■依存財源　国や県から交付される財源

■市税　市に納められる財源。市民税・固定

資産税・軽自動車税・市たばこ税がある

■地方交付税　一定の行政サービスの水準

を維持するために国から交付されるもの

■国・県支出金　特定の事業に対し、その

経費の財源として国・県が負担するもの

■市債　主に建設事業の資金として、国や

金融機関などから借り入れるもの

■民生費　社会福祉、高齢者、障害者、児

童福祉、生活保護など、一定水準の生活と

安定した社会生活を保障するための経費

■総務費　全般的な管理事務や庁舎、戸籍、

統計、徴税、選挙などのための経費

■公債費　借り入れた市債を返済するた

めの経費

■教育費　幼稚園、小中学校、社会教育、

社会体育などのための経費

■土木費　道路橋梁、河川、都市計画、公

園整備などのための経費

■衛生費　保健衛生、ごみ、し尿など、健康

で衛生的な生活環境を保持するための経費

■農林水産業費　農業、林業、水産業振興

などのための経費

■消防費　消防や救急活動のための経費

■実質赤字比率　一般会計の実質赤字が

標準財政規模に占める割合

■連結実質赤字比率　全会計の実質赤字

が標準財政規模に占める割合

■実質公債費比率　一般会計などが負担

する元利償還金と準元利償還金の標準財

政規模に占める割合

■将来負担比率　一般会計などが将来負担

すべき債務の標準財政規模に占める割合

■資金不足比率　各企業会計の「事業規模」

に対する資金の不足額の比率。事業規模と

は、営業収益の額に相当する 50 億

100 億

150 億

200 億

250 億

300 億

一般会計

特別会計

合計

Ｈ２２Ｈ２１Ｈ２０Ｈ１９Ｈ１８

■過去５年間の市債（借入金）

市民一人あたり

市税負担　１０万１，０２４円

市民一世帯あたり

ふるさと納税

■健全化判断比率

実質赤字
比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

将来負担
比率

伊予市の比率 ― ― １４．１％ ８１．４％

早期健全化基準 １３．１５％ １８．１５％ ２５．０％ ３５０．０％

財政再生基準 ２０．０％ ３５．０％ ３５．０％

※実質赤字額および連結実質赤字額が生じていないため「－」で記載。

■資金不足比率

公営企業会計の名称
資金不足

比率
経営健全化

基準

水道事業会計 ー

２０．０％

簡易水道特別会計 ー

飲料水供給施設特別会計 ー

浄化槽整備特別会計 ー

農業集落排水特別会計 ー

公共下水道特別会計 ー

特定環境保全公共下水道特別会計 ー

伊予港上屋特別会計 ー

都市総合文化施設運営事業特別会計 ー

※資金不足が生じていないため「－」で記載。

財政健全化判断比率の公表

■平成２２年度の標準財政規模　１１２億４，６１９万円

　ふるさと納税制度とは、納税者が選択する地方自治体

（ふるさと）に貢献したい、応援したいという思いを生か

すことができる寄附金制度です。ふるさと納税のうち、

２，０００円を超える部分について、個人住民税所得割の約

１割を上限として、所得税と併せて全額が控除されます。

■寄附金の使いみち　市民と行政との協働によるまちづ

くりの推進に大切に使わせていただきます。

■ふるさと納税の方法　寄附申出書を、郵便、ファックス、

メールのいずれかの方法で提出していただきます。その

後、詳しい寄附の案内をさせていただきます。

※寄附申出書は、伊予市ホームページからダウンロードできます。

支出　　　１０８万７，５４０円支出　　　４２万７，９２２円

用語の解説

■市債（借入金）　　　 平成２３年５月３１日現在

一般会計 特別会計 合計

１６８億９０１万円 ９０億８，８３２万円２５８億９，７３３万円

市債残額（一般会計のみ）

１０８万９，３０１円
市債残額（一般会計のみ）

４２万８，６１５円

　Ｈ１８　　Ｈ１９　　Ｈ２０　　Ｈ２１　　Ｈ２２

３００億

２５０億

２００億

１５０億

１００億

　５０億


